
デジタルトラストとは、デジタル社会において、
情報の担い手の人や法人等が本物であることや、そ
の情報が改ざんされていないことを保証することを
言います。その実現のためには電子証明書等を提供
するトラストサービスが不可欠です。

最近ではテレビCMでも電子証明書という言葉が
聞かれるようになりましたが、マイナンバーカード
には、この電子証明書が格納されています。

マイナンバーカードを使用し、住民票の写しをコ
ンビニエンスストアで取得したり、各自治体の行政
手続きをオンライン上で行うことができます。その
際に使用されるのが、マイナンバーカードのICチッ
プに格納された、以下の２種類の電子証明書です。

・署名用電子証明書
・利用者証明用電子証明書
署名用電子証明書には、利用者の氏名、住所、生

年月日、性別が記載され、確定申告等で使用されま
す。マイナンバーカードの署名用電子証明書を用い
て、電子的に作成された申告書に対し電子署名を行
うことで、居住地に住む本人がたしかに申請してい
ることを示すことができます。

一方、利用者証明用電子証明書には上記の４つの
個人情報は含まれず、コンピュータでのみ判読可能

な文字列によって構成された情報と、有効期限等が
記載されています。端末にマイナンバーカードをか
ざすことで、個人情報の提出が不要な場面での本人
確認（コンビニエンスストアでの住民票の写しの自
動交付等）を可能にしています。

マイナンバーカードに格納された電子証明書以外
にも、日本には電子署名法に係る認定制度に基づく
民間のトラストサービス（認証局）があります。
2021年には、スマートフォンを活用したサービス

（my電子証明書）が認定され、地方公共団体情報シ
ステム機構（J-LIS）の公的個人認証サービスを利
用してスムーズな本人確認を行い、公的個人認証
サービスよりも自由度がある電子証明書を、スマー
トフォンで利用できるようになりました。

JIPDECは、この国による認定制度における指定
調査機関として実地調査を行うと共に、電子証明書
の発行や電子契約サービスが一定の安全基準を満た
していることを評価するJIPDECトラステッド・
サービス登録事業を運営しています。デジタル社会
において、トラストサービスは大きな役割を持って
います。JIPDECは多くの皆さんが、安心、安全に
トラストサービスを利用できるよう、デジタルトラ
ストを支える裏方として活動してまいります。

一般財団法人日本情報経済社会推進協会　デジタルトラスト評価センター　主査　成田 ミキ

デジタルトラストと電子証明書の役割

28　IT-Report 2022 Winter


